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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第80期
第３四半期
累計期間

第81期
第３四半期
累計期間

第80期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2022年４月１日
至　2022年12月31日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

営業収益 （百万円） 2,153 1,889 2,864

経常利益 （百万円） 389 124 452

四半期（当期）純利益 （百万円） 266 62 288

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 3,751 3,751 3,751

発行済株式総数 （千株） 4,042 4,042 4,042

純資産額 （百万円） 7,426 7,322 7,449

総資産額 （百万円） 11,014 10,305 9,700

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 66.85 15.72 72.37

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 40.00

自己資本比率 （％） 67.4 71.1 76.8

自己資本規制比率 （％） 990.7 781.7 832.7

 

回次
第80期
第３四半期
会計期間

第81期
第３四半期
会計期間

会計期間
自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 34.14 6.33

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(１) 経営成績の状況

当第３四半期累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)のわが国経済は、３月の「新型コロナウイルス

感染症まん延防止等重点措置」の解除を契機に、個人消費中心での持ち直しを見せました。欧米など海外経済の減

速、また、国内物価上昇による家計の購買力低下などが懸念される一方、中国の「ゼロコロナ」政策見直しの動き

や、水際対策の緩和による訪日外国人の増加などが下支え要因となりました。そうした中、12月の日銀による金融

緩和策修正の動きをきっかけに、金利上昇が家計や企業部門を圧迫するとの懸念も出始めています。

海外経済については、欧米を中心にインフレが長期化、各国・地域の中央銀行はインフレ抑制のための利上げを

継続しており、特に、ユーロ圏や英国経済の景気後退入りの可能性はさらに高まっています。中国での「ゼロコロ

ナ」政策緩和の動きは今後の同国経済の回復を期待させるものですが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大な

ど、短期的には経済の混乱につながる懸念も指摘されています。

国内株式市場では、４月に27,600円台で始まった日経平均株価は、６月上旬に円安等を背景に一時28,000円台に

乗せたものの、インフレ懸念による世界的株安を受け、同月中頃には期中最安値となる25,500円台まで下落しまし

た。その後は米株主導での「サマーラリー」により、日経平均株価は８月半ばに29,000円を突破しましたが、欧米

株式市場の下落などにより９月下旬には再び26,000円割れとなりました。10月以降は米利上げ幅縮小期待等から再

度上昇に転じましたが、12月の日銀の金融緩和策修正を受けて急落、結果26,000円台で12月の取引を終えていま

す。

米国株式市場では、４月に34,700ドル台で始まったダウ平均株価が利上げへの警戒等から下落基調を継続、６月

半ばには一時30,000ドルを割り込みました。その後８月半ばにかけては「サマーラリー」により、一時34,000ドル

台を回復しましたが、９月発表の米消費者物価指数が予想を上回ったことで利上げへの懸念が台頭し株価は下落、

ダウ平均株価は９月末に一時29,000ドルを下回りました。その後はインフレのピークアウトやＦＲＢの利上げ幅縮

小期待から株価は大きく上昇し、11月末に再び34,000ドル台に乗せましたが、12月末にかけてやや上げ幅を縮小さ

せ、最終的には33,100ドル台で12月の取引を終えています。

このような状況のもと、当社では地域に密着した対面による営業をビジネスの柱とし、お客様のニーズに合わせ

た提案営業を推進するため、国内株式、米国株式、投資信託および外国債券など、商品ラインナップの拡充を図っ

ております。また、お客様の堅実な資産形成を実現していただくため、投資信託の積立てキャンペーンを行うな

ど、新型コロナ感染への対策に十分留意しながら、お客様本位の業務運営を行っております。

 

以上の結果、当第３四半期累計期間の業績は、営業収益18億89百万円（前年同期比12.3％減）、純営業収益18億

84百万円（同12.3％減）、営業利益１億12百万円（同67.1％減）、経常利益１億24百万円（同67.9％減）、四半期

純利益62百万円（同76.5％減）となりました。

また、業績の概要は以下のとおりであります。

 

①受入手数料

当第３四半期累計期間の受入手数料は、12億83百万円（前年同期比13.4％減）となりました。その内訳は以下

のとおりであります。

（委託手数料）

「委託手数料」は、10億３百万円（同1.1％増）となりました。これは主に、株式の委託手数料が９億30百

万円（同1.2％増）になったことによるものです。

（募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料）

「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」は、１億87百万円（同47.6％減）となりまし

た。これは主に、投資信託の販売手数料の減少によるものです。

（その他の受入手数料）

「その他の受入手数料」は、93百万円（同27.5％減）となりました。これは主に、投資信託の信託報酬の減

少によるものです。
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②トレーディング損益

「トレーディング損益」は、５億36百万円（同13.2％減）となりました。その内訳は以下のとおりでありま

す。

（株券等トレーディング損益）

「株券等トレーディング損益」は、２億77百万円（同29.7％減）となりました。これは主に、外国株式の取

引による収益が減少したことによるものです。

（債券等トレーディング損益）

「債券等トレーディング損益」は、２億58百万円（同16.3％増）となりました。これは主に、仕組債の取引

による収益が増加したことによるものです。

 

③金融収支

金融収支は、64百万円の利益（同32.4％増）となりました。これは、「金融収益」が68百万円（同29.0％

増）、「金融費用」が４百万円（同7.1％減）となったことによるものです。

 

④販売費・一般管理費

販売費・一般管理費は、17億72百万円（同2.0％減）となりました。これは主に、「人件費」が１億11百万円

減少し９億83百万円（同10.2％減）「不動産関係費」が37百万円増加し１億56百万円（同31.8％増）、「事務

費」が24百万円増加し３億46百万円（同7.5％増）となったことによるものです。

 

⑤営業外損益

営業外損益は、12百万円の利益となりました。これは主に、「受取配当金」によるものです。

 

⑥特別損益

特別損益は、12百万円の損失となりました。これは主に、「投資有価証券評価損」によるものです。

 

（２）財政状態の状況

①資産

当第３四半期会計期間末の総資産は、2022年３月末（以下、前事業年度末）と比べ６億４百万円増加し103億

５百万円となりました。これは主に、「投資有価証券」が８億25百万円増加、「現金・預金」が２億62百万円増

加、「有形固定資産」が１億１百万円増加、「トレーディング商品」が６億44百万円減少、「信用取引資産」が

２億24百万円減少、したことによるものです。

 

②負債

負債は、前事業年度末と比べ７億31百万円増加し29億82百万円となりました。これは主に、「預り金」が９億

45百万円増加、「未払法人税等」が63百万円減少したことによるものです。

 

③純資産

純資産は、前事業年度末と比べ１億26百万円減少し73億22百万円となりました。これは、「四半期純利益」に

より62百万円増加、「その他有価証券評価差額金」の変動により29百万円減少、「剰余金の配当」により１億59

百万円減少したことによるものです。
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(３) 経営方針・経営戦略等

当社は、2022年度から2024年度までの３ヵ年を対象とした新たな中期経営計画を策定いたしました。本中期経営

計画は、当社がお客様と共に発展していくための「進むべき方向」とその「戦略」を示すものとなっております。

なお、詳細につきましては、2022年９月30日プレスリリース「中期経営計画の策定に関するお知らせ」をご参照

ください。

（中期経営計画）

①経営戦略

当社は、お客様の「投資パフォーマンスの向上」を最重要事項と位置づけ、次の３点の実現を目指し、展開

いたします。

１）営業基盤の拡大

地域に密着した店舗展開と人員配置により、お客様との対面を中心としたハートフルな対応による満足度

向上に努めます。

２）推進体制の強化

ＩＴ、ＤＸの更なる活用を通して、お客様にとっての利便性向上による満足度向上に努めます。

３）収益構造の安定

社員の資質向上に努め、社員ひとりあたりの生産性向上を図ること、また費用構造の見直しから収益構造

の安定化に努めます。

②重点施策

１）資産運用の高度化

２）資産形成支援の強化

３）世代間の円滑な資産承継

４）自己資金運用の効率的活用

③数値目標

2025年３月末において、次の目標の達成を目指します。

なお、カッコ内の数値は、2022年３月末時点のものとなっております。

１）預り資産　　　　　　　　　240,000百万円（197,734百万円）

２）投資信託積立月額　　　　　　　150百万円　　 （28百万円）

 

(４) 優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上および財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

 

(５) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(６) 資本の財源および資金の流動性についての分析

当第３四半期末の現金・預金残高は42億48百万円となっており、日常の運転資金としては十分な額を有しており

ます。また、不測の事態に備えるため、当社は取引銀行５行と当座貸越契約および貸出コミットメント契約を締結

しております。

なお、現在重要な資金の支出の予定はございません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月13日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 4,042,970 4,042,970
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 4,042,970 4,042,970 ― ―

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 4,042 － 3,751 － 320

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 51,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,988,500 39,885 －

単元未満株式 普通株式 2,670 － －

発行済株式総数  4,042,970 － －

総株主の議決権  － 39,885 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式69株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名また
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丸八証券株式会社
名古屋市中区新栄町

二丁目４番地
51,800 － 51,800 1.28

計 － 51,800 － 51,800 1.28

（注）2022年12月31日現在における当社の所有自己株式数は、51,869株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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３【業務の状況】

(1）概況

①　受入手数料の内訳

期別 区分
株券

（百万円）
債券

（百万円）
受益証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

前第３四半期

累計期間

(2021年４月

～2021年12月)

委託手数料 919 － 72 － 992

引受け・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の手数

料

3 － － － 3

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料

－ 0 357 － 357

その他の受入手数料 2 0 124 1 129

計 926 0 554 1 1,482

当第３四半期

累計期間

(2022年４月

～2022年12月)

委託手数料 930 － 72 － 1,003

引受け・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の手数

料

－ － － － －

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料

－ 0 187 － 187

その他の受入手数料 1 0 89 1 93

計 931 0 349 1 1,283

 

②　売買等損益

＜トレーディング損益の内訳＞

期別 区分
実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

前第３四半期累計期間

(2021年４月～2021年12月)

株券等トレーディング損益 395 － 395

債券等トレーディング損益 222 － 222

計 617 － 617

当第３四半期累計期間

(2022年４月～2022年12月)

株券等トレーディング損益 278 △0 277

債券等トレーディング損益 258 － 258

計 537 △0 536
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③　自己資本規制比率

 
前第３四半期会計期間末
(2021年12月31日)

当第３四半期会計期間末
(2022年12月31日)

基本的項目(百万円)  (A) 7,426 7,322

補完的項目

その他有価証券評価

差額金(評価益)等
(百万円) － －

金融商品取引責任準

備金等
(百万円) 17 19

一般貸倒引当金 (百万円) － －

計 (百万円) (B) 17 19

控除資産  (百万円) (C) 583 748

固定化されていな

い自己資本の額
(A)＋(B)－(C) (百万円) (D) 6,859 6,594

リスク相当額

市場リスク相当額 (百万円) 4 175

取引先リスク相当額 (百万円) 73 56

基礎的リスク相当額 (百万円) 614 611

計 (百万円) (E) 692 843

自己資本規制比率 (D)／(E)×100 (％)  990.7 781.7

（注）上記は金融商品取引法に基づき、決算数値をもとに算出したものであります。

なお、当第３四半期累計期間の市場リスク相当額の月末平均額は172百万円、月末最大額は247百万円、取引先リス

ク相当額の月末平均額は59百万円、月末最大額は63百万円であります。

 

(2）有価証券の売買等業務の状況（先物取引を除く）

①　株券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第３四半期累計期間

（2021年４月～2021年12月）
118,704 74,658 193,362

当第３四半期累計期間

（2022年４月～2022年12月）
118,828 34,396 153,225

 

②　債券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第３四半期累計期間

（2021年４月～2021年12月）
－ 7,436 7,436

当第３四半期累計期間

（2022年４月～2022年12月）
－ 13,428 13,428

 

③　受益証券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第３四半期累計期間

（2021年４月～2021年12月）
16,146 40,959 57,106

当第３四半期累計期間

（2022年４月～2022年12月）
15,786 10,601 26,388
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④　その他

期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第３四半期累計期間

（2021年４月～2021年12月）
463 － 463

当第３四半期累計期間

（2022年４月～2022年12月）
281 － 281

 

(3）証券先物取引等の状況

①　株券に係る取引

該当事項はありません。

②　債券に係る取引

該当事項はありません。

(4）有価証券の引受け、売出し業務および募集、売出し又は私募の取扱い業務の状況

①　株券

 期別
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱高
（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

前第３四半期累計期間

（2021年４月

～2021年12月）

550 531 － － －

当第３四半期累計期間

（2022年４月

～2022年12月）

－ － － － －

 

②　債券

 期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

前第３四半期

累計期間

(2021年４月

～2021年12月)

国債 － － 140 － －

地方債 － － － － －

特殊債 － － － － －

社債 － － － － －

外国債券 － － － － －

合計 － － 140 － －

当第３四半期

累計期間

(2022年４月

～2022年12月)

国債 － － 3 － －

地方債 － － － － －

特殊債 － － － － －

社債 － － － － －

外国債券 － － － － －

合計 － － 3 － －

 

EDINET提出書類

丸八証券株式会社(E03792)

四半期報告書

10/21



③　受益証券

 期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

前第３四半期

累計期間

(2021年４月

～2021年12月)

株式投信 － － 12,683 － －

公社債投信 － － 33,906 － －

外国投信 － － 6,167 － －

合計 － － 52,757 － －

当第３四半期

累計期間

(2022年４月

～2022年12月)

株式投信 － － 6,402 － －

公社債投信 － － 33,071 － －

外国投信 － － 5,735 － －

合計 － － 45,208 － －
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）ならびに同規則第54条および第73条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府

令第52号）および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）

に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2022年10月１日から2022年12

月31日まで）および第３四半期累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期財務諸表につい

て、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金・預金 3,986,490 4,248,780

預託金 1,500,000 1,500,000

顧客分別金信託 1,500,000 1,500,000

トレーディング商品 747,677 103,520

商品有価証券等 747,677 103,520

約定見返勘定 41,253 144,194

信用取引資産 2,486,390 2,261,604

信用取引貸付金 2,476,258 2,233,288

信用取引借証券担保金 10,131 28,316

立替金 29 －

その他の立替金 29 －

短期差入保証金 170,000 150,000

有価証券 － 84,269

預け金 － 54,652

前払費用 23,222 31,882

未収入金 － 97,724

未収収益 79,999 55,746

その他の流動資産 1,010 1,134

流動資産計 9,036,073 8,733,509

固定資産   

有形固定資産 158,324 259,425

建物 114,609 178,766

器具備品 43,714 80,658

無形固定資産 3,247 2,943

電話加入権 100 100

ソフトウエア 3,147 2,843

投資その他の資産 502,876 1,309,467

投資有価証券 69,008 894,612

関係会社株式 2,000 －

出資金 1,500 －

従業員に対する長期貸付金 782 1,629

長期差入保証金 367,889 386,168

長期前払費用 1,976 1,302

繰延税金資産 33,515 －

その他 44,205 43,755

貸倒引当金 △18,000 △18,000

固定資産計 664,448 1,571,835

資産合計 9,700,521 10,305,345
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

信用取引負債 508,113 471,738

信用取引借入金 482,167 420,326

信用取引貸証券受入金 25,946 51,411

預り金 1,046,268 1,991,288

顧客からの預り金 528,987 701,174

その他の預り金 517,281 1,290,114

受入保証金 301,246 245,702

未払金 43,418 11,518

未払費用 102,004 116,748

未払法人税等 71,533 8,070

賞与引当金 85,600 30,580

その他の流動負債 － 110

流動負債計 2,158,185 2,875,757

固定負債   

繰延税金負債 － 4,807

資産除去債務 73,516 81,341

その他の固定負債 1,000 1,000

固定負債計 74,516 87,148

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 18,382 19,820

特別法上の準備金計 18,382 19,820

負債合計 2,251,084 2,982,725

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,751,856 3,751,856

資本剰余金 336,225 336,225

利益剰余金 3,486,378 3,389,484

自己株式 △113,755 △113,755

株主資本合計 7,460,704 7,363,810

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △11,268 △41,191

評価・換算差額等合計 △11,268 △41,191

純資産合計 7,449,436 7,322,619

負債・純資産合計 9,700,521 10,305,345
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

営業収益   

受入手数料 1,482,486 1,283,859

委託手数料 992,418 1,003,024

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘

等の手数料
3,662 －

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等

の取扱手数料
357,257 187,254

その他の受入手数料 129,147 93,580

トレーディング損益 617,992 536,631

金融収益 53,191 68,634

営業収益計 2,153,669 1,889,124

金融費用 4,548 4,223

純営業収益 2,149,121 1,884,901

販売費・一般管理費 1,808,128 1,772,735

取引関係費 186,738 180,754

人件費 1,094,273 983,153

不動産関係費 118,694 156,397

事務費 322,065 346,251

減価償却費 16,302 37,021

租税公課 36,018 32,694

その他 34,034 36,463

営業利益 340,993 112,165

営業外収益   

受取配当金 8,891 16,568

投資有価証券売却益 39,598 －

その他 1,090 631

営業外収益計 49,580 17,200

営業外費用   

投資顧問料 － 3,333

投資有価証券売却損 － 160

その他 1,366 954

営業外費用計 1,366 4,448

経常利益 389,206 124,918

特別利益   

関係会社清算益 － 2,717

特別利益計 － 2,717

特別損失   

投資有価証券評価損 － 13,476

金融商品取引責任準備金繰入れ 1,960 1,437

固定資産除却損 － 0

特別損失計 1,960 14,913

税引前四半期純利益 387,246 112,721

法人税、住民税及び事業税 101,380 11,650

法人税等調整額 19,045 38,322

法人税等合計 120,425 49,972

四半期純利益 266,820 62,749
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適

用することといたしました。

当該会計方針の変更による四半期財務諸表への影響はありません。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間に

係る減価償却費は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年12月31日）

減価償却費 16,302千円 37,021千円

 

（株主資本等関係）

前第３四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月25日

取締役会
普通株式 199,556 50.00 2021年３月31日 2021年６月11日 利益剰余金

 

当第３四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月25日

取締役会
普通株式 159,644 40.00 2022年３月31日 2022年６月９日 利益剰余金

 

（金融商品関係）

当第３四半期会計期間に係る四半期貸借対照表計上額と時価との差額および前事業年度に係る貸借対照表計上額と時

価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（有価証券関係）

その他有価証券が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変

動が認められます。

 

その他有価証券
　前事業年度（2022年３月31日）

 取得原価
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

株式 42,180 30,912 △11,268

合計 42,180 30,912 △11,268

（注）非上場株式（貸借対照表計上額 38,096千円）については、市場価格がない株式等のため、上表の「その他有価
証券」には含めておりません。

 

　当第３四半期会計期間（2022年12月31日）

 取得原価
（千円）

四半期貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

株式 28,704 29,316 612

受益証券 953,271 911,468 △41,803

合計 981,975 940,784 △41,191

（注）１．非上場株式（四半期貸借対照表計上額 38,096千円）については、市場価格がない株式等のため、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。

２．当第３四半期累計期間において、市場価格のあるその他有価証券について13,476千円（株式）の減損処理を

行っております。

 

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、投資・金融サービス業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

（単位：千円）

受入手数料

委託手数料

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料

その他の受入手数料

（うち、投資信託の代行手数料）

 

992,418

3,662

357,257

129,147

(124,469)

顧客との契約から生じる収益 1,482,486

その他の収益 671,183

営業収益 2,153,669

 

当第３四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

（単位：千円）

受入手数料

委託手数料

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料

その他の受入手数料

（うち、投資信託の代行手数料）

 

1,003,024

187,254

93,580

(87,110)

顧客との契約から生じる収益 1,283,859

その他の収益 605,265

営業収益 1,889,124

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純利益 66円85銭 15円72銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 266,820 62,749

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 266,820 62,749

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,991 3,991

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   2023年２月13日

丸八証券株式会社

取締役会　御中

 

 EY新日本有限責任監査法人 

 東 京 事 務 所 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊加井　真　弓

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森　重　俊　寛

 

 
監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸八証券株式会
社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第81期事業年度の第３四半期会計期間（2022年10月１日から2022年12月31
日まで）及び第３四半期累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期
貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、丸八証券株式会社の2022年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する
第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい
る。
 
四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する
事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期
財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー
手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され
る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論
付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財
務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合
は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ
ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準
拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、
構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら
れないかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事
項について報告を行う。
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　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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